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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 
  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。 
２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第46期第２四半期 
連結累計期間

第46期第２四半期 
連結会計期間 第45期

会計期間 自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 14,264 7,818 29,545 

経常利益 (百万円) 932 606 1,881 

四半期(当期)純利益 (百万円) 451 304 810 

純資産額 (百万円) ― 10,001 9,758 

総資産額 (百万円) ― 18,118 18,605 

１株当たり純資産額 (円) ― 1,009.29 984.92 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 (円) 51.90 35.06 93.15 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 (円) ─ ─ ― 

自己資本比率 (％) ― 48.4 46.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 779 ― 1,531 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △132 ― △753 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △700 ― △688 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (百万円) ― 2,079 2,132 

従業員数 (名) ― 1,354 1,289 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 
２ 臨時従業員(契約社員及びパートタイマー)につきましては、(  )内に第２四半期連結会計期間の平均雇用人

員(１日８時間換算)を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時従業員(契約社員及びパートタイマー)につきましては、(  )内に第２四半期会計期間の平均雇用人員
(１日８時間換算)を外数で記載しております。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 1,354(770) 

従業員数(名) 775(351) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産実績」の記載をしておりませ

ん。 

  

(2) 受注実績 

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３ 当社グループでは建物設備メンテナンス業は受注生産を行っていないため「受注実績」の記載をしておりま
せん。 

  

  

(3) 売上実績 

当第２四半期連結会計期間における売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合については、当該割合が100分の10以
上の相手先がありませんので、記載を省略しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

建物設備メンテナンス業 ― ― 

建物設備工事業 1,839 2,234 

合計 1,839 2,234 

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円)

建物設備メンテナンス業 6,149 

建物設備工事業 1,668 

合計 7,818 
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当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

（1）経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融

市場の混乱や原材料高騰によるコスト増を主因として、企業の収益環境は急速に落ち込み、景況感も大

幅に悪化しております。 

このような厳しい経営環境の中、当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との

接点を最重要視し、お客様の期待・潜在的ニーズに対し、技術力を結集した設備診断・ソリューション

提案等の提案型営業により、新規物件の獲得や既存契約の維持に取り組んでまいりました。 

この結果、当社グループの売上高は、78億18百万円となり、営業利益は５億71百万円、経常利益は６

億６百万円、四半期純利益は３億４百万円となりました。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(建物設備メンテナンス業) 

当社グループの事業の根幹となる建物設備メンテナンス業におきましては、原材料等価格の高騰に

伴い企業の収益環境が悪化し、設備投資につきましても力強さを欠く状況となりました。このような

状況においても、当社グループはサービスを提供する現場でのお客様との接点を最重要視し、予防保

全の概念をベースにＣＯ２削減や省エネを主眼とした設備診断・環境診断に基づくソリューション提

案を展開することにより、民間設備投資の掘りおこしや既存契約の維持に取り組んでまいりました。 

  

その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は61億49百万円、営業利益は６億29百万円と順調に

推移いたしました。 

(建物設備工事業) 

建物設備工事業におきましても、設備投資が力強さを欠く状況の中、ＣＯ２削減や省エネを主眼と

した設備診断・環境診断に基づくソリューション提案を展開することにより、リニューアル工事を取

り込む営業展開を図ってまいりました。 

その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は16億68百万円、営業利益は73百万円となりまし

た。 

  

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(日本) 

当第２四半期連結会計期間の売上高は76億86百万円、営業利益は６億93百万円となりました。日本

国内の売上高は、全体の98.3％を占めておりますので前述の「３ 財政状態及び経営成績の分析（1）

経営成績の分析」をご参照ください。 

(中国) 

蘇州、上海並びにその周辺地区に進出している日系ハイテク企業を中心にそれら工場等における建

物設備のメンテナンス及び工事を手がけてまいりました。また、杭州にも新たに支店を設置し顧客の

拡大に努めております。 

  その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は１億31百万円、営業利益は10百万円となりまし

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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た。 

  

（2）財政状態の分析 

(資産) 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.1％減少し、104億22百万円となりました。これは、未成

工事支出金が３億44百万円増加し、受取手形・完成工事未収入金等が８億51百万円減少したことなど

によります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.6％減少し、76億95百万円となりました。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて2.6％減少し、181億18百万円となりました。 

(負債) 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて10.2％減少し、67億14百万円となりました。これは、支払

手形・工事未払金等が５億32百万円減少したことなどによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて2.5％増加し、14億２百万円となりました。これは、退職

給付引当金が45百万円増加したことなどによります。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて8.3％減少し、81億16百万円となりました。 

(純資産) 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて2.5％増加し、100億１百万円となりました。これは、利

益剰余金が２億77百万円増加したことなどによります。また、自己資本比率は48.4％となりました。 

  

（3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期

連結会計期間末に比べ３億円減少し、当四半期連結会計期間末には20億79百万円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は５億53百万円となりました。これ

は税金等調整前四半期純利益が５億98百万円あったものの、売上債権の増加額が10億74百万円あった

ことなどによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は57百万円となりました。これは有

形固定資産の取得による支出が53百万円あったことなどによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は２億99百万円となりました。これ

は、短期借入金の純増加額が３億77百万円及び長期借入金の返済による支出が78百万円あったことに

よるものであります。 
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた問題はありません。 

  

（5）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３百万円であります。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

第１四半期連結会計期間末に計画中であった日本空調サービス株式会社大阪支店新社屋建物の着手予

定が平成20年10月となっておりましたが、建築許可申請等の遅れなどにより平成20年12月に着手予定と

なりました。 

  また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 
   該当事項はありません。 
  

(3) 【ライツプランの内容】 
   該当事項はありません。 
  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,946,000 9,946,000 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 9,946,000 9,946,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 
(百万円)

平成20年９月30日 ― 9,946,000 ― 1,139 ― 362 
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(5) 【大株主の状況】 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 上記には、当社保有の自己株式1,249千株（12.57％）は含まれておりません。 

２ 上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 
    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  611千株 
    日本マスタートラスト信託銀行株式会社    170千株  

  

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対す 
る所有株式数の割合 

(％)

日本空調サービス従業員持
株会 名古屋市名東区照が丘239番２ 743 7.48 

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－11 611 6.15 

林 弘二 愛知県尾張旭市 430 4.32 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行 東京都千代田区丸の内２丁目７－1 410 4.12 

大橋一夫 愛知県日進市 350 3.52 

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14－12 334 3.36 

東京海上日動火災保険株式
会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 282 2.84 

ノーザントラストカンパニ
ーエイブイエフシーリノー
ザントラストガンジーノン
トリーティークライアンツ
（常任代理人 香港上海銀
行東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 5NT, 
UK 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

258 2.60 

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町６丁目11 200 2.01 

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11－３ 170 1.71 

計 ― 3,789 38.10 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が40,500株（議決権405個）含まれてお 

ります。 
２ 「単元未満株式」欄には当社所有の自己保有株式90株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成20年９月30日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

― ―
普通株式   1,249,900 

完全議決権株式(その他) 普通株式   8,694,300 86,943 ―

単元未満株式 普通株式     1,800 ― 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 9,946,000 ― ―

総株主の議決権 ― 86,943 ―

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 自己名義所有 

株式数(株)
他人名義所有 
株式数(株)

所有株式数の 
合計(株)

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
日本空調サービス
株式会社 

名古屋市名東区
照が丘239番2 1,249,900 ― 1,249,900 12.57 

計 ― 1,249,900 ― 1,249,900 12.57 

２ 【株価の推移】

月別 平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 815 849 862 920 930 847 

最低(円) 740 785 827 825 823 725 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日 内閣府令第50号)附則第７条第１項

第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７

月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 2,658 2,722 
受取手形・完成工事未収入金等 6,358 7,209 
未成工事支出金 803 459 
原材料及び貯蔵品 10 8 
その他 611 485 
貸倒引当金 △19 △18 

流動資産合計 10,422 10,867 
固定資産   
有形固定資産   
建物 4,525 4,475 
減価償却累計額 △2,614 △2,570 

建物（純額） 1,911 1,905 
土地 3,532 3,497 
建設仮勘定 － 30 
その他 548 514 
減価償却累計額 △390 △371 

その他（純額） 158 142 

有形固定資産合計 5,601 5,574 
無形固定資産   
ソフトウエア 20 20 
その他 32 32 
無形固定資産合計 53 53 

投資その他の資産   
投資有価証券 1,627 1,723 
その他 435 408 
貸倒引当金 △22 △21 

投資その他の資産合計 2,040 2,110 

固定資産合計 7,695 7,738 

資産合計 18,118 18,605 
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形・工事未払金等 3,939 4,472 
短期借入金 491 855 
1年内返済予定の長期借入金 120 198 
未払法人税等 424 474 
未払費用 950 962 
その他 786 515 
流動負債合計 6,714 7,478 

固定負債   
長期借入金 215 269 
退職給付引当金 479 433 
役員退職慰労引当金 598 568 
執行役員退職慰労引当金 109 96 
その他 0 0 
固定負債合計 1,402 1,368 

負債合計 8,116 8,846 
純資産の部   
株主資本   
資本金 1,139 1,139 
資本剰余金 1,173 1,173 
利益剰余金 6,751 6,474 
自己株式 △606 △606 

株主資本合計 8,458 8,181 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 304 370 
為替換算調整勘定 13 13 
評価・換算差額等合計 318 383 

少数株主持分 1,224 1,193 
純資産合計 10,001 9,758 

負債純資産合計 18,118 18,605 
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 (2) 【四半期連結損益計算書】 
  【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 14,264 
売上原価 11,440 
売上総利益 2,824 
販売費及び一般管理費  
役員報酬 203 
給料手当及び賞与 1,082 
退職給付費用 45 
役員退職慰労引当金繰入額 43 
執行役員退職慰労引当金繰入額 12 
その他 555 
販売費及び一般管理費合計 1,944 

営業利益 880 

営業外収益  
受取利息 2 
受取配当金 19 
保険配当金 23 
その他 17 
営業外収益合計 63 

営業外費用  
支払利息 6 
減価償却費 2 
その他 2 
営業外費用合計 11 

経常利益 932 

特別利益  
貸倒引当金戻入額 0 
固定資産売却益 3 
特別利益合計 4 

特別損失  
固定資産除却損 0 
固定資産売却損 5 
特別損失合計 5 

税金等調整前四半期純利益 930 

法人税等 415 
少数株主利益 63 
四半期純利益 451 
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  【第２四半期連結会計期間】 
(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 7,818 
売上原価 6,314 
売上総利益 1,504 
販売費及び一般管理費  
役員報酬 100 
給料手当及び賞与 539 
退職給付費用 14 
役員退職慰労引当金繰入額 21 
執行役員退職慰労引当金繰入額 6 
その他 251 
販売費及び一般管理費合計 933 

営業利益 571 
営業外収益  
受取利息 1 
受取配当金 7 
保険配当金 23 
その他 8 
営業外収益合計 40 

営業外費用  
支払利息 2 
減価償却費 1 
その他 1 
営業外費用合計 5 

経常利益 606 
特別利益  
貸倒引当金戻入額 △2 
固定資産売却益 0 

特別利益合計 △2 

特別損失  
固定資産除却損 0 
固定資産売却損 5 
特別損失合計 5 

税金等調整前四半期純利益 598 

法人税等 252 
少数株主利益 40 
四半期純利益 304 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純利益 930 
減価償却費 91 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △43 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 42 
受取利息及び受取配当金 △22 
支払利息 6 
売上債権の増減額（△は増加） 850 
たな卸資産の増減額（△は増加） △346 
仕入債務の増減額（△は減少） △533 
その他の流動資産の増減額（△は増加） △124 
その他の流動負債の増減額（△は減少） 311 
その他 62 
小計 1,227 

利息及び配当金の受取額 20 
利息の支払額 △5 
法人税等の支払額 △462 

営業活動によるキャッシュ・フロー 779 
投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △139 
有形固定資産の売却による収入 22 
投資有価証券の取得による支出 △16 
貸付けによる支出 △8 
貸付金の回収による収入 8 
その他の支出 △100 
その他の収入 101 

投資活動によるキャッシュ・フロー △132 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の純増減額（△は減少） △363 
長期借入金の返済による支出 △131 
配当金の支払額 △173 
少数株主への配当金の支払額 △31 

財務活動によるキャッシュ・フロー △700 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △53 

現金及び現金同等物の期首残高 2,132 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,079 

4658/2009年-17-



【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

 
  

【簡便な会計処理】 
  

 

項目
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

会計処理基準に関する事項
の変更 

重要な資産の評価基準及び評価方
法の変更 
たな卸資産 
従来、個別原価法または最終仕

入原価法によっておりましたが、
第１四半期連結会計期間より「棚
卸資産の評価に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平成18年７
月５日 企業会計基準第９号)が適
用されたことに伴い、個別原価法
または最終仕入原価法(貸借対照
表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法)により
算定しております。 
当該変更に伴う当第２四半期連

結累計期間に係る損益に与える影
響はありません。 

項目
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高
の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の
貸倒実績率等が前連結会計年度末
に算定したものと著しい変化がな
いと認められるため、前連結会計
年度末の貸倒実績率等を使用して
貸倒見積高を算定しております。 

２ 固定資産の減価償却の
方法 

 

定率法を採用している資産につ
きましては、連結会計年度に係る
減価償却費の額を期間按分する方
法により算定しております。 

３ 繰延税金資産及び繰延
税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判
断に関しては、前連結会計年度末
以降に経営環境等、かつ、一時差
異等の発生状況に著しい変化がな
いと認められるので、前連結会計
年度において使用した将来の業績
予測やタックス・プランニングを
利用する方法によっております。 
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 
  

   
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び前連結会計年度末（平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

第２四半期連結会計期間 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

項目
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

１ 税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純
利益に対する税効果会計適用後の
実効税率を合理的に見積り、税引
前四半期純利益に当該見積実効税
率を乗じて計算する方法を採用し
ております。 
なお、法人税等調整額は法人税

等に含めて表示しております。 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 2,658百万円
預入期間が３か月超の定期預金 △578百万円
現金及び現金同等物 2,079百万円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１
日 至 平成20年９月30日） 
１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

３ 新株予約権及び自己新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

   
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 9,946,000 

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 1,249,990 

決議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月21日 
定時株主総会 普通株式 173 20.00 平成20年３月31日 平成20年６月23日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月31日 
取締役会 普通株式 121 14.00 平成20年９月30日 平成20年11月28日 利益剰余金

4658/2009年-20-



(リース取引関係) 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行

っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

(有価証券関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

 
(注) １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２  各事業区分に属する主な内容 

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 
(注) １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２  各事業区分に属する主な内容 

 
  

建物設備 
メンテナンス業 
(百万円)

建物設備 
工事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 6,149 1,668 7,818 ― 7,818 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 0 ─ 0 (0) ― 

計 6,149 1,668 7,818 (0) 7,818 

営業利益 629 73 703 (132) 571 

事業区分 主な内容

建物設備メンテナンス業 建物設備等のメンテナンス、維持管理 

建物設備工事業 建物設備等の設計、施工 

建物設備 
メンテナンス業 
(百万円)

建物設備 
工事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 11,654 2,609 14,264 ― 14,264 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 0 ─ 0 (0) ― 

計 11,655 2,609 14,264 (0) 14,264 

営業利益 1,052 85 1,138 (258) 880 

事業区分 主な内容

建物設備メンテナンス業 建物設備等のメンテナンス、維持管理 

建物設備工事業 建物設備等の設計、施工 
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【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

 
(注) 国又は地域の地理的近接度により区分しております。 
  
当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 
(注) 国又は地域の地理的近接度により区分しております。 

  

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

日本 
(百万円)

中国 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 7,686 131 7,818 ― 7,818 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ─ ─ ─ ─ ― 

計 7,686 131 7,818 ─ 7,818 

営業利益 693 10 703 (132) 571 

日本 
(百万円)

中国 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 14,062 202 14,264 ― 14,264 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ─ ─ ─ ─ ― 

計 14,062 202 14,264 ─ 14,264 

営業利益 1,132 5 1,138 (258) 880 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 
（注） １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第２四半期連結累計期間 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,009円29銭 １株当たり純資産額 984円92銭 

項目 当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 10,001 9,758 

普通株式に係る純資産額(百万円) 8,776 8,564 

差額の主な内訳(百万円) 
  少数株主持分 1,224 1,193 

普通株式の発行済株式数(株) 9,946,000 9,946,000 

普通株式の自己株式数(株) 1,249,990 1,249,990 

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期末(期末)の普通株式の数(株) 8,696,010 8,696,010 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

 

１株当たり四半期純利益金額 51円90銭
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 451 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 451 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 8,696,010 
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第２四半期連結会計期間 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
  至 平成20年９月30日)

 

１株当たり四半期純利益金額 35円06銭
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

項目
当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
  至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 304 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 304 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 8,696,010 

4658/2009年-25-



(剰余金の配当) 

第46期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年10月31日開催

の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

(自己株式の取得) 

当社は、平成20年11月14日開催の取締役会において、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策

の遂行を可能とするため、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規

定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。 

取得に関する事項の内容は以下のとおりです。 

 
  

２【その他】

① 配当金の総額 121百万円

② １株当たりの金額 14円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年11月28日

① 取得対象株式の種類 普通株式 

② 取得しうる株式の総数 200,000株（上限） 

③ 株式の取得価額の総額 200百万円（上限） 

④ 取得期間 平成20年11月17日～平成20年12月30日 

⑤ 取得方法 市場取引による 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成20年11月13日

日本空調サービス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本空調サービス株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期
間（平成20年7月1日から平成20年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年
9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び
四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責
任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに
ある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本空調サービス株式会社及び連結子会社
の平成20年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計
期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ
させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員 公認会計士   小林  正明     ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 公認会計士   宮本  正司      ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 公認会計士   湯本  秀之      ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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